
を用いることにより,悪臭が軽減され症状も緩和されて

患者のQOL向上に貢献したこと
につなどがあった。これ

らの報告の要旨を表5に示す。

緩和ケアにおける論文実例

緩和ケアにおける取り組みでは,オピオイド副作用の

回避い。,オピオイド管理システムの構築・゙80,緩和ケア

チーム (以下,PCつ への参画や評価038● ,ォ ピォイドロー

テーションヘの貢献06～
90,ォピォィド使用時のメンタ

表5 その他

ルマネジメンド。などであった。これらの報告の要旨

を表6に示す。

国内では,「がん疼痛の薬物療法に関するガイドライ

ン」や「苦痛緩和のための鎮静に関するガイドラインが

日本緩和医療学会において策定され,2010年版が2010

年 6月に公表されている
「
考文崚22コ。緩和ケア担当薬剤

師は,可能な限り時間を割いて入院患者のもとへ足を運

び,積極的なコミュニケーションを通じて患者やご家族
のニーズの掘り起こしが望まれる。

事剤管理指導

証 朗

薬物療法における有効性と安全性を確保するための薬剤管理指導業務の一環として,医師との協働により,進行 再発胃がんに対する
TS l。 +CDDP91用療法における治棟効果の評価を行った。生存期間中央値は143ヵ 月.奏功率は39% 1年生存率は60% 2年生存率
は10・/.と いう結果が得られた。

呼吸器科病棟において,恵者説明用文書としてバンフレットとハンドブックを作成し,医師,案剤師,看護師間での患者指導内容の分担を
行った。その結果,医療者間での情報共有化が充実し,患者指導の効率化による指導回数の増加 (30■ 23回から38± 19回 ,pく 005)
に景がった。また 外来治療を含めた治徳完建率は有意ではなかったものの高い傾向がみられた。
進行非小細胞肺がんの治薇で用いられるPTX カルボプラチン併用薇法のクリニカルバスをfailtre mde a“ effects″劇ysis(FMEA)を
用いて作成。桑務工程表の作成と影薔度解析を行った。投与日までは,確認項目′多岐に及ぶため重要度の高い項目を時系列で並べたクリ
ニカルバスを作成し 投与2日 日以降は 副作用モニタリングに菫点を置いたオーバービューシー トにてクリニカルバスを作成。さらに,
患者用バス. レジメンスケジュール.副作用説明書を作成し.忠者への情報提供を実施。その結果,副作用等の発現リスクが軽減され.治
療の標準化が可能となった。

綸文豪

エトボシド (ラステット
8注)希釈液の点蒲ラインからの蒲下数および洒下速度の検討を実施し.迪切な油下数およ0投与遠度を得るため

の指標とした。濃度04K16ng/mLのエトボシド落液250mLを 1時間で点滴 (輸液セットl mL■ 15清使用)した時の滴下数は, 5%ブ ド
ウ麟では47滴/30b 生理食塩水では4850油 /30秒であった。また.輸液ボンプ (点 I●制御型)使用時では, 596ブ ドウ櫨および生理食
塩水のいずれにおいても1時間で300mL以上となり設定不可能であることが判明した。この情報について各科看護師に情報提供した。

院内製剤

再発急性前骨壼球性白血病の治療に亜砒酸注射波を院内製剤として田製し,息者に提供した。その結果,時記すべき副作用もなく寛解を得
ることができた。これにより医療贅負担に苦慮する忠者においても,その治療に薬割師が貢献できることを報告した。

メトロニタゾール軟書の院内製剤を調製し,乳がん忠者での巨瘍の皮膚湿潤.皮膚転移による悪臭の軽減並びに創傷の症状緩和目的で使用
した。その結果.良好な成績が得られ 患者のOOL向上につながった。
口腔がん治棟における口腔粘膜炎の治療目的で,院内製剤として0006%AZ生理食塩水漕液およびO CC6%AZ― リドカインー生理食塩水着
液を調製 した。次いで,両製剤の安定性および微生物学的安全性を考慮した保存方法について検討した結果,いずれも室内散光下にて保存
した場合は調製後 7日間 4℃遠光下にて保存した場合は調at後 14日 間使用可能であることを示した。従来.本剤は調製後逮光袋 (1枚
70円 )に入れて交付していたが,今回の結果から保存方法を改め.遠光機の使用を中止した (経費節減)。

外科病棟に専任案割師を配置し,医師.看護師と協働でがん化学憲法手綱書を作成し,院内イントラネットに公開して情報を全医療スタッ
フ同で共有化。手順書には抗がん剤の投与スケジュール,投与法,臨床成績,薬剤費をlat。 その結果,医師の指示が続―され,年間の抗
がん剤投与ミスはなかった。

婦人科にてがん化学療法が行われた息者を対象としてアンケート調査を実施し, その結果を基に,抗がん割に関する患者向け情報提供書を
作成し,薬剤管理指導に反映。その後,再度アンケー ト調査を実施することにより,患者説明■を使った案剤管理指導の成果を17m。 医師
および薬剤師からの31明で抗がん剤の副作用への不安F爆和したかについて,緩和したとの回答は情報提供書作成前は49%か ら作成後95
%に増加,抗がん露への理解度は73%か ら1∞%に増加したことから,息者の不安軽減 理解度向上,治薇への意欲向上に寄与した。

1988年～2005年のがん病棟での葉剤師と医師.看護師.息者とのかかわり方の変選をまとめた。医師から患者への説明内容は時間ととも
に変イ七じ.1988年 当時は「早期がんでも告知しない」力″0%以上.1996年 では,「早期がんのみ告知」が70%.2u15年 ではすべての医
師がすべてのがん息者に告知してぃた。こういった背景の下での薬剤師の患者へのかかわりについて示した。

′んイヒ学薇法に関連する秦剤師の業務について,九州山口地区にてアンケート調査を実鷹。対象施設数は638で あり,そのうち555施設 (87
16)か ら回害を得た。′ん化学療法を実施している施設は263施設 (47%)であり,そのうち抗がん剤滉合田製の実施率は外来が138施設
(5396).入院が120施設 (46%)であった。レジメン饉査は164A餞 (94%),薬剤管理指導は194施設 (7496)で実施されていた。一方
上記業務のほぼすべてを実施している備投は3硫證 (11%)であり, ほぼすべてを実施している施設での薬剤師 1名当たりの平均病床数
は307で,一郎を実施している施設では382と 有意に多かったことから,病床数あたりの葉剤数が多い施設では,一般にデん化学薇法に
関する業務が充実している可能性F示曖された。

属薬品情IIE供

アンケートロ査



表6 緩和ケア

D:dN8 infomalon 」COG:日本臨床腫瘍研究グルース ADL:日 常生活動作 VAS i評点尺度法.RD:レスキュードーズ

綸文要旨

オピオイドが投与されるがん性疼痛患者において,綴下剤.制吐剤の予防投薬を推進するための薬割師介入項目として,資料
作成,Dlニ ュース発行,医師への直接説明.処方せん疑義紹介の徹底を実施した。介入前 (83名 )と介入後 (107名)で比較
すると,緩下剤処方率は57%か ら93%に増カロ(pく 001),制吐剤処方率は52%か ら81%に増加した (pく 001)。 その結果,
使秘は,36%か ら9%に (pく o ol)に ,嘔吐は16%か ら4%に減少 (pく001)した。
開発した麻案管理システムの有用性を評価するため,無作為に抽出した麻葉処方せんを用いて,調剤に要した時間,在庫管理
のための処方情報の入力時間,調剤済麻案廃棄届の作成時間を測定し, システム導入前と比較した。その結果,本 システムに
より記載ミスがなくなるだけでなく,調剤時間も短縮し,麻薬業務にかかる年間の作業時間が約160時間効率化されると予測
された。

入院患者のための麻案自己管理システムを構築した。患者希望でシステムの検証を実施したのは20名であった。自己管理中(平
均15日間)に紛失.盗離,誤服用はなかった。実施忠者の94%は ,手元に薬があって安心,困ったことはないと答えた。スタッ
フは75%が自己管理を継続すべきと答えた。当システムは.病棟での安全で適切な麻薬自己管理実施に有用と示崚された。
薬剤管理指導業務を通してオクトレオチドの投与からその有用性を評価した。悪心と嘔吐,腹部膨満感はJCOC to対 dty―L
評価におぃて約 9割の症例で症状が改善じ. 6例は経口投与が可能となり, 2例で経鼻胃管を抜去できた。薬剤師が朝夕の回
診に同行し,オ クトレオチド処方提案により腹部症状の改善例も多かった。

疼痛緩和を目的にオピオイドが使用された症例のうち,44%の症例に対してPCTが介入していた。PCTが介入した症例と介入
しなかった症例の在院日数はほとんど変わらなかった。オピオイドを使用している症例において,退院・転院症例は,永眠症
例に比べ早い時期からオピオイドの使用が開始されており.病期の早い段階から疼痛コントロールを遺切に行うことが`患者の00L向上の 1つと考えられた。

疼痛に対して保険適応があり,経口毅与も可能なリン酸コデイン錠に着目し,体動時の痛みを抑えることにより,ADLお よび
oOLを 改善し, さらに早期離床および早期リハビリ開始が可能となることを目的としてその効果を検討した。医師との連携に
より術後の緩和治療の1つ としてリン酸コデイン錠を使用し,術後体動時の疼痛を有意に抑制することができたが,課題も幾
つか見出された。

放射線治療を受けた頭頸部がん患者のうち,軽微な疼痛を訴えた時期から低用量のオキシコドンを用いた早期投与群とVAS30
以上からオピオイドを開始した通常投与群に分類し,オキシヨドン早期投与の有用性を検討した。累積照射量35Gyま でのオ
キシコドン総使用量は,早期投与群より通常投与群が有意に多かった。VASは20Gyに至るまで両群間に有意差が認められたが
25Gy以 降は有意差を認めなくなった。これらの結果から, オキシヨドンの早期毅与は息者の00L向上につながり,そ の有用
性が示唆された。

オピオイドの薬効評価を行うには薬物動態の把握が重要である。しかし. オピオイドの血中濃度測定に基づく疼痛モニタリン
グは行われていない。今回,オ キシヨドンの薬物動態を計算シュミレーションで代用し,適切な疼痛コントロールが可能となっ
た症例を経験した。オキシコドンは薬物動態を計算シュミレーションすることで,血中濃度測定に代用できる可能性が示唆さ
れた。

薬剤師による服薬指導がオビオイドのRD使用や痛みにどのように影響するか,またがん疼痛治療における服葉指導の要点を
明らかにする目的で患者満足度調査を行った。薬剤師が積極的に指導を重ねることで患者の消足度が高まることが示唆された。

がん疼痛緩和医療において処方設計や遭切な月風薬指導・観察など薬剤師の役割と責任は大きい。今回PCT活動のなかで疼痛コ
ントロールに難渋した患者で介入により大量オピオイド内服からフェンタニル貼付剤へのローテーションが奏効した症例を経
験した。

オピオイドローテーション換算の推移,レ スキュー処方の推移を変換表交付前後によるIB査を行った。オピォイドのレスキュー
およびローテーションの総数および適正率ともに増加がみられ.除痛に関しても有意に改善がみられた。本変換表の交付は,
薬剤師の情報伝達の手段として有用で,施設全体での道正処方の一助となると考えられる。
がん性疼痛の治療に対してモルヒネ製剤の低用量からフェンタニルバッチヘ切り替える群とモルヒネ製剤の高用量からフェン
タニルバッチヘ切り替える群で効果と00Lの面から比較検討した。今回の検討から,がん性疼痛治療の患者のQOLと 効果の面
からモルヒネ製剤の低用量からフェンタニルバッチヘ切り替える方法が有用であることがわかった。

オビオイドローテーションの薬剤経済学的分析を行った。判断樹によるシュミレーションモデルを作成し,費用対効果分析を
行った。患者 1人当たりの費用対効果比は, フェンタニルMT貼付剤よリオキシヨドン徐放錠が上回り, フェンタニルMT貼付
への切り替えが費用対効果に優れていた。

硫酸モルヒネ製剤としてのビーガード。錠とカディアン
°カプセルのRDの効果,安全性,使用■について頭頸部がんで比較検

討した。硫酸モルヒネの徐放性製剤は,ほぼ同等性が高いことが判明し,オビオイド変換に有用であることメ確認された。

麻案を扱う看護職では, ほかの薬剤に比べよリストレスフルであることが報告されている。看護職の90%以上では投薬するオ
ピオイドに関してストレスを報告しており,我々は, このストレスをオピオイドストレスと命名した。葉剤師が全体の麻葉関
連業務内容をサポートすることにより看護職のオピオイドストレスの減少に役立つかもしれない。

80

81

考 察

有効かつ安全ながん治療を推進するためには,使用す
る抗がん剤レジメンの審査,レジメンに基づく処方鑑査,
安全キャビネット内での正確な抗がん剤無菌混合調製,

32

患者への副作用モニタリングおよび的確な副作用対策を

行わなければならない。薬剤師はこれらの項日のすべて

にかかわる必要があり,今回のアンケート調査ではいず

れの項目においても薬剤師が積極的な取り組みを行って

いる事例を収集することができた。しかしながら,今回
収集された論文報告は薬剤師ががんに関する業務におい

9:

998



て得られた成果の一部であり,提出されていない論文が

ほかにも多くあると考えられる。さらに,副作用対策,
治療効果の改善,医療事故防止,さ らには医療経済面で

貢献したにもかかわらず,論文として公表されていない

ものも多くあると考えられる。こういった背景を考える

と,本報告においてまとめたがん領域における薬剤師の

取り組みと成果はほんの一部を示したものにすぎない。

さらに,本報告では個々の論文報告の位置づけを明ら

かにするために,がんに関する各領域において薬剤師が

実施すべきと思われる業務について,ガイドライン等が

あるものについてはそれらの資料を加えて解説を付記し

た。

がん領域に未だ十分な関与ができていない施設,ある

いは今後,注力する予定の施設にとって業務指針を作成

するうえで本報告内容が多少なりとも参考になれば幸い

である。

ところで,日病薬はがん治療に精通した薬剤師を姜成

すべく,がん専門薬剤師 (現在は日本医療薬学会認定)
およびがん薬物療法認定薬剤師の資格認定制度を2006

年から開始した。2009年 H月時点におけるがん専門薬

剤師は165名 ,がん薬物療法認定薬剤師は741名 となっ

ている。がん専門薬剤師 〈日病薬)の認定資格として,
がん領域に関する学会発表が3回以上,全国レベルの学
術誌への投稿論文が2編以上となっている。また,がん

薬物療法認定薬剤師の更新条件として, 5年間にがん領

域に関する学会発表が3回以上,全国レベルの学術誌ヘ

の投稿論文が 1編以上が課せられている。また,日本緩

和医療薬学会は緩和ケアに従事する薬剤師を養成すべく,

緩和薬物療法認定薬剤師の認定試験を開始した。2011

年 1月時点における緩和薬物療法認定薬剤師は155名と

なっている。すなわち,がん領域の専門もしくは認定を

取得した薬剤師は常に研究マインドをもってがん関連業

務に取り組み,学術活動にも積極的に関与することが期

待されている。こういった意味において,本調査で収集
された各施設でのがん治療への取り組みを参考にして,

専門もしくは認定資格を有する1人でも多くの薬剤師が,

がん治療における安全性並びに有効性の向上のために積

極的な取り組みを行い,得られた成果を数値評価し,学
術誌に投稿されることを期待する。
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緒  言

チーム医療の推進は,各職種の専門的な知識に基づき
トータル的な医療を患者およびその家族に提供すること

を目的としたものであると考える。薬剤師が関与する

チーム医療の 1つに感染制御がある。感染制御チーム(以

下,ICT)は ,医師,看護師,薬剤師,検査技師などが
中心となり,医療施設内における感染を制御し,医療関
連感染の発生を防止するとともに,患者および医療ス
タッフを感染から防御することが業務となる。この業務

において薬剤師は,抗菌薬の適正使用を推進し耐性菌の

抑制,薬物 IIll中濃度モニタリング (以下,TDM)に よ
る感染治療への貢献,さ らに消毒薬の適正使用による感

染拡散の防止に貢献することが求められる。これらの業

務以外にもICTと の協働により感染制御に貢献すること

が求められる。薬剤師はチーム医療に参画し感染制御を

含む医療安全に貢献しているが,その取り組みが 十分に

理解されているとはいい難い。そこで,感染制御に関す
るエビデンスを収集し,ま とめたものである。
日本病院薬剤師会薬剤業務委員会では,平成22年 6
月,全国の会員施設を対象として,薬剤師がかかわった
がん治療関連,感染関連,緩和ケア・褥麿,栄養サポー

トチーム (以 下,NST)関連,TDM関連などの領域で貢
献したと思われる事例の学術論文として投稿されたもの,

(大)岐阜大学医学部Ell属病院

伊藤 善規 Yoshhoi lTOH
医療法人久仁会鳴門山上病院

賀勢 泰子 Yasuko KASE
NTT西 日本大阪病院

丹原  敏 男 Tosho TANBARA

(大 )旭川医科大学病院

松 原  和 夫 Kazuo NIATSUBARA

もしくは学会報告されたものについての調査および収集

を行った。今回,学術論文として公表されたもののなか
から感染関連の学術論文で,査読制度のある論文につい
て要約した。

感染制御に関連 した報告の内容

感染制御に分類された報告は79編 (がん治療領域の

報告では感染関連が77件 となっていたが後に2件追加)

あり,そのなかで商業誌や地方誌の報告および発表要旨
の添付がない報告を除外した60編の内容についてまと

めた。

60編の内容内訳は,抗菌薬の適正使用に関して46編 ,

消毒薬の適正使用に関して9編,医療スタッフに対する
勧告・指導,無菌調製およびその他の報告が 5編であっ
た。それぞれの内訳では,抗菌薬に関する46編中,適
正使用および経済効果 6編 (130%),耐性菌の抑制 6
編 (130%),ICT活動12編 (261%),治療およびリス
クの低減など3編 (65%),投与法・投与期間・投与設
計など14編 (304%),そ の他 5編 (109%)で あった。
消毒薬に関する9編中,適正使用および経済効果 3編
(333%),医療器具の汚染防止 4編 (445%),生体の
感染防止2編 (222%)で あった。また,感染防止に
関連した職員への勧告・指導についてICTと協働または

薬剤部単独での報告が3編,無菌調製 l編,その他 1編
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であった。分類上で重複する項目もあるが,最も関連す

ると思われる項目に分類した。

感染制御 における論文実例

1 抗菌薬の適正使用
1.1.邁正使用および経済効果

抗菌薬の適正使用に当たり,平成22年度診療報酬改
定では感染防止対策加算が新設され,抗メチシリン耐性
黄色ブドウ球菌 (以下,MRSA)薬 ,広域抗菌薬の届出
制あるいは許可制とすることが条件の 1つ となっている。

適正使用と経済性に関する6編の報告のなかでも抗菌薬

の届出制あるいは許可制を実施することにより適正な抗

菌薬の使用がなされ,使用量の減少に伴う経済効果をも

たらした報告があるい
～ゆ。また,ク リティカルパスの導

入によって予防的抗菌薬の使用が標準化されコストダウ

ンした報告
“',ICTラ

ウンドにより適正使用を推進した

結果,使用量の減少に伴うコストダウンを認めた報告が

ある16。 これら届出制あるいは許可制によって薬剤師が

抗菌薬の適正な管理とコストダウンに貢献している (表

1)。

1.2.耐性菌の抑制

抗菌薬の使用と耐性菌の関係は,一部りjらかとなって

おり,特定の抗菌薬のみを長期間にわたり使用し続ける
ことにより,耐性菌の出現が認められるといわれている。

抗菌薬が無効な多剤耐性菌は最近多く報告されており,

多剤耐性緑膿菌などの出現によって難治化が問題となっ

ている。早急に耐性率を把握し抗菌薬の適正な使用によ

表 1 適正使用および経済効果

りこれら耐性菌を抑制することが薬剤師の業務でもある。

カルバペネム系抗菌薬の感受性調査により, 1種のカル

バペネム系抗菌薬耐性菌は,ほかのカルバペネム系抗菌

薬の耐性化に影響を及ぼす報告0から,広域抗菌薬の使

用制限により耐性化を防止できる。また,カルバペネム

系抗菌薬の許可制等の実施をすることにより耐性菌検出

率が低下した報告0や抗菌薬使用ガイドラインの作成0,

使用割合情報提供を薬剤師が積極的に行うことにより使

用量が減少し,耐性株が減少した報告い°がある。さら
にPα
“
暉:“οSaの耐性率を調査し,使用量と投与期間が

耐性率に影響を及ぼす報告があるいJ。 一方,抗菌化学
療法としてミキシング療法を導入してP aeraginosaに 対

する感受性率を改善した報告があるいの。米国感染症学

会や日本血液学会の抗菌薬治療ガイドラインでは発熱性

好中球減少症の第 1選択としてカルバペルム系抗菌薬を

推奨しているが,それらの長期使用により耐性化が懸念

されICTで検討しミキシング療法導入によってP αθ″ttgi

″οsαの感受性が改善している (表 2)。

1.3.ICTとの連携

多職種から構成されるICTιま,それぞれの専門性を活
かした取り組みによって評価され,薬剤「 lは抗菌薬の適

正使用を推進することが業務の Iつとなっている。ICT

メンバーの薬却l師として,またはICTと連携して抗菌薬

の適正使用に関与した薬剤師について12編の報告がな

されている。抗MRSA薬など抗菌薬のTDMを推進し,
TDMの実施率を向上させた報告が 3編 13～ 1動,そのなか
で 1編

1・

は,投与計画を提案し投与量,投与卜l数など
が減少した結果としてコスト削減につながっている。ま

引用文献■号

2005年 よリカルバベネム薬の使用許可制を導入し,抗菌案適正使用に関する情報提供を継続して行っている。2005年 と比較してカルバペ
ネム薬のAUDは 1551か ら717に 減少し PMの耐性率は153%か ら96・/.に , メロベネムの耐性率は116●/● から72%に減少した。また
β―ラクタム薬の薬剤費は約2.300万円減少した。

特定抗菌薬使用届出制の導入により第 4世代セフェム, ニューキノロン注, カルバベネム.抗MRSA薬 (注射剤)の使用量が全体の273
%か ら107%に減少した。

2003年 の注射用抗菌薬は 周術期抗菌薬使用マニュアル作成および抗菌薬使用届出制導入後の2∞5年 と比較し 聡使用量で93k8の減少
使用全額で約4.3∞万円の軽減につながった。抗菌薬使用マニュアル作成と,届出制導入により 病院全体の

"Ⅳ
alerCe rateは 20以下ま

で減少した。抗菌薬使用■の低下と並行して 新規MRSA躍性患者数および多剤耐性緑晨菌陽性患者数も減少が観察されている。患者検体
より分離されたSa¨

“
s.MRSA S― ce―s.2 amjglm"に 対する薬剤緩 性赦 善していることが観察されている。

胃がん手術 胃全摘術のクリティカルバスにおける予防的抗薗薬について, パステームの一員として参画し適正使用に貢献した。従来の
FMOX手術日+術後3日投与より日数を短縮し, さらに薬剤をCEZに変更したうえでの 術後感染予防効果および経済性を検討した。変更
による術後症状に変動はなく また総入院費用の減少 (約 8万円の節減)と いう成果を得た。
院内で使用されている01のクリニカルバスについて手術前に予防投与されている抗生剤についてCOCのガイドラインあるいは院内細菌検
査室の感受性試験などにより,抗生剤の種類.投与のタイミング 投与時間を43のクリニカル′ヽスで改善した。薬価の安い黎剤への変更
投与期間の短縮などで年間1,000万 円の経費が削減できた。

病棟巡視実施前後において,実施後は,抗MRSA薬の投与日数の有意な短縮がみられ,抗MRSA薬の適正使用につながったと考える。この
使用■の減少により約270万円のコストダウンも得られた。

AUO:抗 菌 薬使 用 密度  PM Iイ ミベ ネム  S auttsI S匂
"ノ
∝ ∝ CuS are¨ .S″ 口でesc郁 :Serralla marceSCens

Am●mosa:緑膿菌 (an“幼π滑ぉ aれ●hぉう.FMOX:フ ロモキセフ,CE2:セ ファプリン,CDC:米 国疾病予防管理センター
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表2 耐性菌の抑制

PK/PD:薬物動態学/秦力学 CS:シ ラスタチン,OR:オッズ比,CVC:中心静脈カテーテル

カルバペネム系抗薗薬の濫用により,P aenglr2osaに 対するカルバベネム系抗宙薬の感贅性は年々低下傾向である。また, カルバベネム
系抗薗秦は耐性機構の違いから, メロベネム, ドリペネム群とIPM,パニベネム, ビアベネム群に分けることができる。そこで,鹿児島大
学病院における両群の使用■と几

“
口υめ
"に
対するメロベネムと PMの感受性を調査した。その結果,メ ロペネムとドリベネムを合計

した使用量の増加がPaれυ
“

¨に対するメロベネムの感受性を低下させ, さらに,“閾,あ鎗に対するメロベネムの感受性低下はIPM
の感受性も低下させることが明らかとなった。従って. メロベネムとドリベネムの使用量が増加するとメロベネムだけではなく,lPMの感
受性も低下させるので, これら抗菌薬の道正使用は非常に重要である。

カルバベネム薬の使用制限により顕著にカルバベネム薬の使用量が減少し,耐性日の検出率を低下させることができた。またPK/PD理論
的に有効な投与方法が増えた。

八戸市立市民病院と青森労災病院では 共通様式で抗曹案使用ガイドラインを作成し院内に発行した。同時に抗苗薬の使用動向とコ菌感性
率の推移のサーベイランスを行い.壼正使用を呼びかけた。その結果, ガイドライン発行直後から抗菌事の総使用量は両施設とも年間5%
ずつ減少し,一定の成果を上げることができた。IPM/CSの使用量推移とP aatglnosa感 性準に2施設同で格差がみられた。また地域の感
性率はより低く推移していた。総使用量の違いが要因として考えられ.今後は地域の抗菌薬使用動向も把握する必要があると考えられる。
青森労災病院では.以前よリセフェム薬の使用割合が多く,全体の使用■の約半数を占めていた。そこで,病棟別使用割合を作成し院内感
染対策委員会で協議した結果.院内情報紙を全セクションに発行することとした。その結果.抗薗薬総使用量およびセフェム薬の使用割合
は減少し ベニシリン薬の使用割合が増加した。また,Sm田

"scα
sに 対するFMOXと セフタジジムの耐性株検出数は減少し ,劉 し

gr7nasaに 対するセフタジジムとIPMの 耐性篠検出数も減少した。院内情報紙の発行は,抗菌薬の遺正使用と薬剤耐性菌の検出減少に有用な
方法の 1つと考えられる。

2005～ 2∞7年の3年間,北村山公立病院入院忠者におけるカルバベネム系抗生剤を対象として, そのAUD.2中 の耐性率およ
び交差耐性率を調査した。また.耐性緑臓菌検出関連要国の疲学的検討も行った。症91対熙研究から. カルバベネム系抗生剤 (OR:755
pく0∞01)CvC(On:289 pく 0010)の 2因子が危険因子と考えられた。また.耐性群では有意に総使用IEが多く,延べ投与期間
が長かった。

血液内科病棟において発熱性好中球減少症に対して.抗菌案を発症自に使用するミキシング療法を導入した。2aコ ロ
"wに
ついて導入

前後で検出率.薬剤感受性率の変化をレトロスペクティプにlQ査 した。その結果,2 aouglnasan出 率は有意に減少し,薬剤感受性率も
ほとんどの薬剤で改善した。

た,ICTの病棟ラウンドに参加し,抗MRSA薬 の使用に
介入した結果,使用量および投与日数の短縮となった報
告Ⅲ
61つ
,IcT活動の一環として,薬剤師が抗菌薬と

MRSAの検出率を調査した報告
“
動や薬剤感受性を調査し

た報告
“
9,抗菌薬の使用サーベイランス・ °,ま た,

MRSAの検出率と抗菌薬の使用推移を分析しそれらの情
報をフィードバックした報告。いがある。単なる調査に

とどまらずこれらのデータを薬剤部から発信し病院全体

の感染制御に貢献している。一方で,ICTの薬剤師が感

染治療にかかわりde―escalationの 実施率を高めた報

告・
aゃ クロストリジウム・ディフィシル (以 ド,CD)
感染患者に対して,バ ンコマイシン (以下,VCM)の
代わりにメトロニダゾール (以 ド,MNZ)の使用を提
案しコスト削減となった報告・ 0,ま た,偽膜性大腸炎
に対して薬物療法を提案し新たな発生を抑制した報

告・
。がある (表 3)。

1.4.副作用回避と再発予防

抗菌薬の副作用は腎障害,肝障害,神経障害など薬剤
の種類によって様々である。これら冨1作用を回避した報

告が 1編
1251ぁ
り,抗MRSA薬のリネゾリドは血小板減少

症が副作用として多発するが, リスク要因を解析し,投
与量を10mg/kgと することをICTで決定しその後nll作用

をほとんど認めていない。また,VCMの有害反応を調
査し,その結果からトラフ15μ /mLでも注意すべきで

引用文献■■

あると啓発を行った報告がある1261。 vcMの トラフ値に
ついては日本化学療法学会において,低感受性化を避け
るためトラフ値を10μ /mLtt Lを維持する。トラフ値

20μ /mL以上は腎機能障害が効率に発生するため推奨

していないと記載されているが,この報告のように20

μ/mL以下でも注意が必要である (参考資料)。 抗菌薬

以外の報告があり,CD関連の下痢症は,15～20%の再
発率があり再発予測を検討するため,再発患者の臨床
データやトキシン測定値などからトキシン測定が再発防

止の予測に利用できることを明らかにした。つ(表 4)。

1.5.投与方法・期間・設計・指導

抗菌薬の投与方法,投与期間,投与設計などは,薬剤
師が最もかかわるべき項目となるため,これに関する報
告は14編 と最も多い。特に抗MRSA薬のTDMは多くの

病院で実施されており,これに関連した報告が多く,処
方適正化のためTDMの実施率を増加させ,投与期間を
短縮できた報告128,TDM管理システムにより至適血中

濃度域でのコントロール症例を増加させた報告 9゙があ

る。VCMに関しては初回投与に介入(301, トラフ設定Oり ,
TDMを 6カ月間義務付けて投与方法の変更を提案した

報告●0があり,投与方法や投与量へ介入して成果を上
げている。VCMの初期投与量設定や投与計画にノモグ
ラムを利用して臨床効果を上げている報告が 2編あ

る・
03つ
。ティコプラニン (以下,TEIC)の投与設計に関

1233



表3 1CTと の連携

論文要旨

抗MRSA薬による治療において, CTが各部署と連携することにより,綸査オーダ.採血時間のla録の連絡等をスムーズに行うことができ
早期に確実な方法でTDMを 実施することとなり,十分な有効性を得ることができた。

lCT院内ラウンドによる抗MRSA薬の使用に対して介入した結果,全体使用量は減少し,TDM実施率は297%か ら634●/●へと有意に上昇
した。また,VCM投与日数は137± 142日 から82± 111日 に有意に短縮した。ICT院内ラウンドが抗MRSA薬の道正使用に繋がることが
示唆された (医薬品の道正使用に貢献.結果的に耐性菌発現の防止.副作用回避,医療経済への寄与に■献)。
lCT活 動後,抗MRSA薬 は感染症を発症したと判断された患者のみに.遭正な投与量.投与方法.教与期間で使用され始めたため 抗
MRSA薬の設与日数は短縮傾向にあった。エンピリック治療における抗MRSA薬の使用も 起炎薔判明後にdo o‐ lalonが運行できてい
るため 不必要に長期に続けることもなく.抗MRSA薬の各起炎菌種に対する感受性率は非常に高い推移を保ち続けている。
lCT活動の一環として 注射用抗蘭剤の使用状況とMRSA検出数を比較検討したところ.呼吸器内科ではカルバベネム系とMRSAの検出数
は正の相関がみられた。消化器内科ではその他のセフェム系,外科では第4セ フェム系で検出数に■の相関がみられた。広域抗菌剤につい
ては,小児料で有意な正の相関が,呼吸器内科では正の相関傾向がみられた (治療の向上)。

抗菌薬使用■サーベイランスを行し、 抗菌薬使用状況を広く院内にフィードバックするとともに,使用量増加に対しては cTと して他職種
と連携し対策を行うことが重要であることが明らかとなった。

引用文献番号

抗菌薬道正使用に対する案剤師の役割についてとその問題点を検討するため,薬剤師が抗菌薬適正使用に関与した症例について,薬学的介
入内容の検討とP.5題点を検討した。薬剤師が介入した.感染症治薇症例の転帰はおおむね良好であった。また,医師は薬剤師に対して 投
薬量・投与間隔といった患青個々に合わせたPK/PDに 基づく処方般針の能力を求めていることがわかった。

lCTと 連携し,案剤師力
"CMの
TDM並びに初期投与計画設定を全例に実施することにより VCM血中濃度がより至適領減に調達するよう

になった。そして,VCMの薬物動態の改善と投与量 投与回数,投与日数が減少した。さらに1症例あたりの平均コストも初期投与計画
設定を実施することにより約1/2に削減することができた。

CT活動の一環として,古典的マーカー (コアグラーゼ型.エ ンテロトキシン型,TSST l)と 薬剤感受性の関連性について検討したところ
コアグラーゼⅢ型のMRSAは I型よりもCFPM C口L CTM SBT/ABPC.lPM/CS MlNO LVFXに 対して高い感晏性を示した。また
エンテロトキシンC型のほうがB/C型よりもPM/CS,M NO.LVFXに 対しては低濃度側にMCが分布する傾向があった。TSST l産生の
有無は感受性に違いはなかった (治療の向上)。

!CT活動のアウ トカムの把握として MRSA検 出状況と抗薗薬使用量の推移から分析を実施した。入院中のMRSA検出率と抗MRSA薬使用
量の月次推移には有意 (pくO05)な相関が認められ CT活動のアウトカムについて薬剤的な面からの37価 を行うことができた。
臨床現場においてdo―escalatimの 考え方は十分に普及していない。そこで飯塚病院で行っているカルバベネム系抗菌薬の

“

■‐ ala1lonを
目的とした CTの教育的介入活動 (カルバベネムラウンド)の実8己記録調査を行った。なお.本研究では増養結果による起炎菌確定前の経
験的治療においてもカルバベネム選択の妥当性に関して指導的介入を行っている。ホ研究の結果,多 くのカルバベネム系抗菌薬使用例で
de escalationが 可能であるにもかかわらず.+分に行われていないことが明らかとなり (860%).ICTに よる数青的介入のde escalation
実施率向上における有用性を証明した (介入症例の733%で dhescablonに成功)。
ICTと 病棟栞剤師の連携によるCD陽性患者に対するMN2の適正使用の支援を実施 したところ VCMと MN2の 間に効果の差は認められず.
薬剤費を有意に低く治療が実施できた (VCMの 治療案剤贅はMNZの 約40倍であった)。 また,両剤とも使用による有害事象.治癒後の再
燃は認められなかった。

偽膜性大腸炎の発生要因について分析, CT内 で薬剤部はアウトブレイクの原因究明と薬物療法の提案を行い,院内で実施したところ新た
な発生がなくなった。

TSST-1:to劇 c sho3k syndrome toxin l,CFPM:セ フェビム,CTM:セ フォチアム,SBT:スルバクタム,ABPC:アンピシリン.

MlNO:ミ ノサイクリン,LVFX:レポフロキサシン,MIC:最小発育阻上濃度

参考資料 抗MRSA薬のTDM

VCM
ll)モ ニタリング′`ラメーター :ト ラフ値が最も実用的である。必要に応してAuC/MIcを 算出する。
121 採血のタイミング :定常状餓に選する2～ 3日間投与翌日 (投与 3～ 4日 )に ,原則としてトラフ値を測定し,必要に応してピーク値を測定する。
(3)2回 目以降の血中濃度採血 :投与期間が2週間以上など長期に及ぶ場合, 1回 目のTDMで用法用量を変更した場合, 1回 日のTDMで観測された血
中濃度が,予想された血中濃度と大きく乖離した場合.息者の腎機能が不安定な場合,そ のほか必要に応じて2回目の血中濃度を実施する。
(4)日 標濃度域 :VCMの低感受性化を避けるために トラフ値を10μ g/rnL以上に維持する。 トラフ値20″ 8/mヒ以上は腎機能障害が高率で発生するた
め推奨されない。

日本化学療法学会編 :・抗菌化学療法認定薬剤師テキスト
・
,日 本化学棟法学会 東京 2010p33よ り引用

論文要旨 引用文献■号

リネゾリドによる血小板減少のリスク要因として,①体重当たりの投与■.②腎機能低下息者 (Ccrく 30mL/min).③投与前の血小板低値
(く 20,000/mm3)を 見い出した。②もしくは③のリスク保有息者では投与■を10mg/k8と することを院内ICTに て決定した。その後は血
小板減少はほとんどなぃ。

74人のMRSA患者の血中VCM濃度を測定し,有用性および有害反応を調査した。現在. トラフ値20“ g/mL以上が危険であるといわれて

25

ヽヽるが  15μ でも注意が必要なことが判明し,モニタリングに用いている。

CDADは文献的に15～ 20%の再発が報告されており.患者の00Lの低下,在院日数の延長,医療費の増加等のr●1題が生している。今回の
検討において,再発の予測ができ,適切な治療に結びつくと考える。

表 4 副作用回避と再発予防

Ccr:ク レアチニンクリアランス,CDAD:関連性下痢症 00L l qua“ y of‖ re

1234



する報告も3編ある・
5～ 3つ
。抗MRSA薬以外の報告では,

アミノグリコシド系抗菌薬の初卜1投与設定に関するも

の°°,ボリコナゾール 〈以下,VRCZ)の小児投与量と
投与計画に関するもの1391,ヵ ルバペネム系抗菌薬の長

期投与に関するもの
“
°などである。また,CDの治療に

VCMを併用し,投与日数の短縮を認めコストダウンし
た報告もあるい (表 5)。

1.6.その他

感染制御に関する様々な情報は,病院の情報システム
を利用することにより効率的な実践につながる。全体の

感染制御に関する病院情報システムの構築を行い情報の

共有化により,システムと連携して特定抗菌薬の届出制

に利用した報告
142ゃ
サ_ベィランスに利用するなどの

報告“
0,また,抗菌業のデータベースの構築により適

正使用を推進した報告
“
。がなされている。さらに,薬

物血中濃度解析システムの構築により解析率を増加させ

た報告145,抗MRSA薬の血中濃度と投与方法の指針を作

成してそれを利用した報告
“
°がなされている (表 6)。

2 消毒薬の適正使用
2.1.適正使用および経済効果

1次消毒薬の廃止や手指消毒薬の変更などによる経費

削減に関する報告が3編ある。これまで病棟で 1次消毒

を行っていたがこれを廃止し,中央部門で一括消毒を行
うことにより消毒薬の経費を削減した報告“

η,ま た,

;1月文献■号

“

文要旨

薬剤師の介入で抗MRSA秦使用意者のTDM実施率は2%(2004年 )力 'ら 55%(2006年)へ増加した。それに伴いVCMの平均教与期間の
短縮.TEICの ローディングドーズ実施率の増力0,ABKの 投与間隔の延長と1回用量の増大が観察された。抗MRSA薬が使用された全息者
のうち TDM実施患者の有効率は930%で あり.TOM未実施患者 (684%)よ り高かった。以上の結果から,抗MRSA葉が使用薬のTDM
の実施並びにPK/PDに 基づいた投与設計に薬剤師が能動的に介入することで.抗MRSA薬の処方方法の道正化を推進し効果的な抗菌化学
療法を実現しうることが示曖された。

TDM介入前後の平均 トラフ濃度は,TDM介入前後で,VCM投 与群119■ 80“νmL.110± 31μ g/mL.ABК投与群24± 10″ υmし.15
■05″ g/mL.TEIC投与群59± 27″ g/mL.90± 23μ g/mLで あった。VCMは平均 トラフ濃度に差はないがばらつきが減少.ABKは20

“

g/mL以下を低下 (p‐oo15).TEICは 上昇した (pく 005)。 至壼血中濃度域でコントロールされた症例が増加した。
VCMの初回投与設計に積極的に取り組むことにより,VCM総使用本数に変化はなかったが.投与日数の短縮が図られていることがわかり
病院経営向上に貢献できていることが|.3らかとなった。

一般的にVCMの トラフ●は10μ g/mLを 趨えないことが望ましいと報告されている江 新潟市民病院では感業部位により1015μ 8/mLに
設定し解析を行っている。これまでに解新した症例についてVCMの トラフ値が腎機能異常の発生頻度に影

=す
るかどうか調査 した結果,

トラフ値よりも忠者背景が大きく関与してぃると考えられた。従って今後も必要に応してトラフ値を1● 15μ 8/mLに 設定することは妥当
である。

院内感染対策の 1つとして0染対策委員会を通してVCM血中濃度測定を6ヵ 月間義務付けた結果706%で 投与方法変更が提案され,臨床
上有用な例が多かった。

性別.年齢.体重.血清クレアチ=ン値を基に,8t算ではなくシート上にプロットおょび線を引くことでCcrを求め,VCMの初期投与設定
ができるノモグラムを作成した。この初期投与量設定シートは,薬剤師だけでなく,医師も活用でき,VCMの処方支援に有用なものとなっ
た。また,VCMの投与量は1バイアル単位と実務に即した投与量に設定するため,看霞師による注射案調elも簡使になった。
中国労災病院薬剤部で作成したVCM初期投与設針′モグラムを用い.医師に推奨投与量を提示.血中濃度測定依頼を行い.薬剤師が積極
的に投与設計にかかわった結果, ノモグラムを使用しない投与方法に比べ,有効血中濃度到違率は77%(1301中 1例)か ら611%(36
例中22例 )に上昇 (pく O ol).臨床効果も308%(13例中 4例 )か ら722%(36例中2691)に上昇した (pく 005)。
抗MRSA葉使用届の導入により薬剤師がTE!C投与開始時より全症例の投与量設定に能動的に介入することにより初回の血漿中 トラフ濃度
測定日における有効血漿濃度麟到遠率は278%か ら619%と 上昇 (pく O o5)じ 血中濃度測定後に投与二変更を必要とする症例は半減じ
た。またTEICの投与期間も平均で182日 から133日 に短縮する傾向があり,薬剤師の能動的介入が有効である可能性が示唆された。
TEICの 初期負荷投与設計にかかわることにより,有効血中遭鷹到遠率が向上した。投与設計にかかわらなかった場合は33人中11人 (33%)
かかわった場合は33人中29人 (38%)ド有効濃度に到違した。

MRSA縦隔炎の黎物薇法では 感染性心内膜炎治療に準した抗菌薬の高用二および併用投与を行うことが知られているが, その至壼投与■
を設定した投与基準およびガイドラインはない。また.TEICは 疾患 病態81に治療効果が期待される血中トラフ濃度が明らかとなってい
ない。そこで本症例のような菫症MRSA縫隔炎にTEICを投与する場合.添付文書通りの投与■では効果が乏しいと判断し.投与初期から
TDMを積極的に実施し.TEICの血中 トラフ濃度を投与終了まで≧20μ g/mL(4∞‐200mg/day)に経持することに努めた。その結果
臨床症状・検査成績は改善し,MRSAも消失したため,投与50日 日で投与を中止した。
アミングリコシドの投与に際しては,画―的な用法 用量にとらわれることなく,TDMデータに基づいた初期投与量設定が早期に感染症
治薇を成功させるうえで重要と考えられる。

VRCZの 4ヽ児における有効性,安全性.体内動はは明確にされてぃない。 2蔵以下の小児のVRCZの Cnhは ,成人より低いため,同様のC価
や効果を得るためには高投与量が必要であることを示し.TDMの必要性を喚起した。
全沢大学附属病院における抗菌剤の使用状況を調査した結果,特に,眼科領域でのIPMの使用が多いほか,投与期間の長いものメあるな
不適切な使用がみられたため.薬割師により,息者個々への抗菌割使用のより徹底 した監■.指導が必要であることを示した。
CDADの治薇において,VCMに生宙整鵬剤を併用することで,VCMの平均投与日数が2日間短縮し, このことにより.35,2182円 のコス
トダウンが得られた。

表5 投与方法・期間・設計 。指導

ABК :アルベカシン,C商 :最小血中濃度
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表 6 その他

広城抗薗黎の届出制導入に当たり,病院情報システムと運動したシステムを構築し抗菌薬の道正使用を推進。栞剤オーダー時に選択によう
入力を必須としたことにより,届出率は100%.届 出システム導入により,血液培養提出率が261・/.か ら538・/・へ有意に増カロじ,指定抗
菌薬の新規投与患者率が170%か ら138%へ有意に減少した。

消毒薬の代わりに家庭用食器洗浄乾燥機 (以下,食器洗

浄機)を利用した熱消毒を実施することにより経費を削
減した報告

“
りがなされている。手指消毒薬を変更する

ことで経費削減した報告では,手術室での手指消毒をス

クラブ法からラビング法へと変更し,消毒薬の経費削減
を認めているい°(表 7)。

2.2.医療器具の汚染防止

医療器具を介した間接感染は,医療器具に対する効果
的な消毒を怠るなど,消毒の認識不足から生じるものと

考えられる。消毒薬の知識や消毒方法の知識を有する薬

剤師は,医療器具を介した感染を防止するためチーム医

療の一員として,様々な医療器具の汚染防止に取り組む

必要がある。それらに関する報告では,三方活栓が汚染
されやすく閉鎖式デバイスの使用が推奨されており, こ

れらの汚染状況を比較して開鎖式デバイスの使用を推進

させ感染を減少した報告がある60。 また,吸引チュー

プや生検チャンネル付きファイバースコープの汚染状況

を調査したところ高頻度に病原性微生物が検出された。

このような調査結果を公表し感染対策に薬剤師の消毒指

引月文戯番号

引用文戯番号

導の必要性を記した報告があるは
50。
同様に医療器具の

汚染を調査し,汚染防止に手指衛生が重要であることを
ICTと協働で徹底させた報告がなされている6° (表 8)。

2.3.生体の感染防止

皮膚消毒や手指消毒に対する消毒薬の適正使用では,

CVC挿人部の消毒にポビドンヨード製斉Jによる消毒を実

施していたが,カテーテルの標準管理を行えば,消毒薬
の使用は不要である可能を示している。つ。また,手術
時の手指衛生では,ス クラブ法からラビング法へ変更す

ることにより手洗い時間の短縮が認められた報告がなさ

れている6コ (表 9)。

3 職員への勧告と指導
ウイルス抗体価やツベルクリン反応 (以 ド,ツ反)に
ついて解析し,職員の感染防止に貢献した報告が3編あ

る。ウイルス感染を防止するには,あ らかじめワクチン

の接種状況を把握し,抗体の非保持者にはワクチンの接
種が重要となる。特に,麻疹,風疹,ムンプス,水痘な
どは,抗体を保持していなければ患者から感染を受ける
こともあり,病院感染の拡散となる。ICTの一員として

感染対策システムの検出細菌データベースを基に感染レポートが完成できるようになり,事務局業務の省力化が図れている。新たな業務と
なった「検出菌」と「抗苗薬感受性結果」の入力は,抗菫薬使用情報システムの運用で, これらの集計業務が簡易となった。また, システ
ムヘの抗菌業情報の入力は, 1処方当たり約 3分の時間がかかり.月 で105分 を要したが,これまでの集計作業より全体で時間の節約が図
れた (本システムによる検出細菌データベースイ七と耐性菌サーベイランスの開始は松江生協リハビリテーション病院の感染対策において大
切な業務となった)。

抗薔薬の適正使用を推準するためデータベースを構築し.ヨ正使用検討会を開始した。システムを使用することで遭正使用と安全性が高まっ
た。

院内で自動的に血中濃度解析が行われるよう新システムを構築した。その結果ABKの解新率が529%か ら352%へ と大きく上昇した。
抗MRSA薬は VCM,TE C,ABKの 3剤のみである。そこで抗MRSA薬の道正使用を目的として,日標血中濃度と推奨する投与方法など
を認載した指針を作成した。運用開始後は抗MRSA薬の適正使用薬が使用された全症例を対象に 薬剤部が有効性および安全性などを調査
し,結果に基づぃて指針の改定を17つ ている。現在までに改lTし た内容は,VCMの 投与間隔の延長およUttEICの 増量,VCMお よυttE C
の目標 トラフ値のヨ|き上げ.ABKの 目標 トラフ値の引き下げおよび栄養管理の必要性であった。院内の抗MRSA薬の適正使用案の使用方法
を案剤師が一元管理し,情報収集に寄与できている。

病棟の 1次消毒廃止および内視鏡室の消
=薬
変更に伴う経済効果。病棟の 1次消毒廃上によりこれまで病棟で使用されていた消毒葉が年間

6.890.000円節約された。内視鏡室の,肖毒案をグルタラールからフタラールに変更することで 5,322.ODO円 の増カロとなったが 消毒時間
が短くなったためIIA査件数が増加し, 1998年 に6702000点の保険請求点数″ ∞ 1年には11090.∞ 0点に増加した。
使用済み器材の 1次処理に,肖毒薬に代えて食器洗浄機の導入を感染管理委員会において決定した。そこで,食器洗浄機の洗浄および消

=効果とその経済効果について検討した。洗浄評価用インジケータTOSI"にてレベル0～ 5の 6段階評価を行ったところ,試験した5回いずれ
もレベル 1と 良好な洗浄効果が得られた。食器洗浄機使用前の汚染器材の畑菌培養で調べた23検体中11検体に汚染菌が検出されたものの
食器洗浄機使用後には Bacllrus spOが28検体中4検体に検出されたのみであった。すなわち 食器洗浄機は優れた消毒効果を示した。
経済効果については,消毒薬の肖1減により年間約1.040万 円の経費肖1減ができた。

手術時の手指,肖毒について, 4w/v%グルコン酸クロルヘキシジンスクラブによる手指消
=と
05w/v%グ ルコン酸クロルヘキシジンアル

コールローションを使用した場合の除菌効果を比較した結果 同等であった。 しかし 両者のコスト比較では 1名 1回当たりのコストが
前者は45円に対して後者は261円 であった。手術の手指消毒は 05w/vO/● グルコン酸クロルヘキシジンアルコールローションを使用した
ほうがコス ト肖J減になる。

表 7 適正使用および経済効果
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表8 医療器具の汚染防止

CNS Iコ アグラーゼ陰性ブドウ球薗

病院における輸液ライン感染予防対策において 三方活栓の使用はあまり推奨されない。三方活栓に代わるものとして閉鎮式輸液ラインが
普及し始めているが臨床データに乏しかった。そこで 実際に集中治療室において三方活栓と開鎖式デバイスの細苗汚染を比較した結果,
PH鎮式輸液ラインは三方活栓に比べ汚染を受けにくぃことが判FIBし た。カテーテル感染防止対策の観点から三方活栓の使用は最小限にし,
できるだけ開鎖式輸液ラインの使用を推奨した結果.病院内のカテーテル感染率は大幅に低下した。つまり,チーム医療活動である病院感
染制御活動において 輸液ラインの汚染予防対策は重要項目であり,■護師のみならず栞剤師も積極的に輸灌ラインの感染管理に関与して
いく必要があると同時に貢献できることも示曖された。

論文要旨

現在の我が国の病院において 未だに病棟や外来などのシンクで 1次洗浄 消書を行っている場合が多く このような消毒法は消
=が
不確

実なうえ 1次洗浄 消
=を
行う医療スタッフを汚染し病院盛染の伝播にまで拡大し,社会的にも問題となってぃるのが現状である。特に

呼吸器用具機器である吸引チュープの洗浄 消轟は数多くの施設で 1次洗浄 消毒を行っており蔵染予防の必要性が高い。そこで,実際に
病棟や外来などで使用後の吸引チュープをシンクで消毒したものを調査した結果,致死率の高い臨床上問題となるP agu"“ が高濃度
に検出された。この結果を論文や世界的 全国的な感染関連学会 議演会で発表することによリ チーム医療である感染告1御活動において
薬剤師が積極的に貢献できるということが示曖され 感染制御活動の 1つである遠正を消毒法の指導 推進には薬剤師が適任 遭正である
ということを医師や看護師に提示でき,チーム医療である感染制御活動のなかで案剤師はコアメンバーとなるべき職種ということがいえる

ンネル付きファイバースコープの消毒後の籠生物汚染調査を実施したところ汚築が腱認された。つまり 消毒したつもりが消
=さ
れてい/3

いことが判明したため道正な消
=法
の指導 警告などを行うと同時に全国的講洟会 学会で報告した。このような感染防止活動は病院感染

対策において重要なものであり,消
=薬
の遭工使用推進は薬剤師が中心になって行うべきチーム医療の 1つ といえる。実際に,消毒法や病

院感染マニュアル作成に関しては医師や看護師も薬剤師に質問 相談することが多t、 特に,感染対策の1つ である迪正な消毒法の推進に
は案剤師が必要とされており 感染制御活動の中心メンバーとして期待されてぃる。

引用文献■号

引月文載番号

引露文■番号

4 無菌田製
高カロリー輸液および末梢輸液は,本来,薬剤師がク
リーンベンチ内で調製することが理想的となっているが,

人員的問題などからすべて薬剤師が調製しているとは限

らない実情にある。万一,輸液に細菌が混入した場合の

細菌増殖について検討した結果, 6時間までは増殖を認
めていない。細菌を混入させないよう清潔な環境維持と

生検チャンネル付きファイバースコープの消毒法は胃内視難ガイドラインのような標準的な指針がなく.各病院様々な消毒法 (用手浸漬法
や簡易自動洗浄機)で行われていたため確実に消毒ができているかどうか不明であった。そこで 山口県の病院で使用されていた生検チャ

医療現場で使用される医療機器が,細薔伝播の温床になる可能性があるかどうかを検討した。病棟で血圧 原拍自動記録器として使用され
ている着護支援システム51台について,ス ワブ法にて獄き取り検査を行った。その結果,計

“

種類の細菌が検出され CNSの検出率が最
も多く (902%)MRSAは 59%,PseComonas,は 39%検出された。調査結果については,院内情報紙を作成し,全セクションに情
報提供を行った。看護支援システムを含めた医療機器は,細菌伝播の温床になる可能性があるため 医療スタッフヘの教育やlCTを 通した
院内感染対策活動および手洗いの徹底が■要であると考えられる。

論文要旨

CVC刺入部でのボビドンヨード軟薔使用の有効性に関して,我が国では統一された見解がなかったため NSTに よるCVC管理の適正化と
してボビドンヨード軟膏の感染予防効果を検討した。その結果CVC刺入3でのボビドンヨード軟書使用による相加効果はII明 できなかっ
た。根拠に基づいたCVc管理を実施することで,カテーテル感染の防止が可能となり,消毒剤等の材料費も削減できる。カテーテル管理
の標準イヒと感染防止対策の啓発が重要であると考える。

05%CHGエ タノール製剤を用いたウォーターレス法と, 4●/.CHGス クラブ製剤と02%CHG含有エタノール製剤を用いたスクラブとラビ
ングの2段階の方法 (従来法)の各手術時手指消苺方法につき 医療従事者30名を対魚に比較検討した。両方法のRF値は,消毒直後はウォー
ターレス法1443± 0647,従来法1508±0801,ま た消毒 3時間後は同1431■ 0716,1251± 0745を 示し, ともに有意な差は検出
されず (p=o565 p=o173),両 方法の手指,肖

=効
果は同等と判断された。従来法に比べ, ウォーターレス法では処理時間の短縮がみ

られ,安価であった。さらに清足度10査において, ウォーターレス法の浦足度は高い傾向にあった。総合的に,CHGの ような持続活性を
有する成分を含有したアルコール製剤によるウォーターレス法は,手術時手指消■として有効に活用しうる方法と考えられる。

院内感染を防止する目的で医療スタッフの血清抗体価検査を実施し,抗体験性者にはワクチン機種の勧告を行った。抗体価陰性の割合は,
麻疹86%,風疹99・/.,ム ンプス152%.水績07●/.であった。
益田赤十宇病院における職種,年齢別の結果とブースター現象の解析をすることにより, 2段階法でのツ反についての結果を集針した。
益田赤十字病院における一般病棟と結核病棟勤務の■護師のツ反の違いについて解析した結果を集計した。

綸文要旨

薬剤師は,これらの抗体検査の結果から,非保持者には
ワクチン接種の勧告を行い速やかにワクチンの手配をす

べきである6°。ツ反でも同様,一般病棟勤務と結核病
棟勤務看護師のツ反の相違を解析,またブースター現象
の解析などから得られた結果を病院全体に公表し,感染
防止に役立つ資料を提供することも薬斉り師の役割と考え

られる°75o(表 10)。

56

57

表9 生体の感染防止

CHGIク ロルヘキシジングルコン酸塩,RF値 :菌数減少値

表10 職員への勧告と指導
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表11 無菌調製

表12 その他

病棟における輸液田製時に細菌の混入があった場合の各種輸液の細菌増殖について検討した。その結果,いずれの綸液も6時間までは増殖
しなかったが, それ以降は増殖を示した。病棟において輸液を調製する場合は,コ菌の混入をできるだけ避けるため,混注口の消毒徹底お
よび調31時の手指消■の徹底が必要である。

口腔がん治凛における口腔粘麟炎の治療薬として使用 される院内製剤0006●/1ア ズレンスルホン酸ナ トリウムー生理食塩水漕液および
0006%アズレンスルホン酸ナ トリウムーリドカインー生理食塩水漕液の安定性および薇生物学的安全性を考慮した保存方法について検討し
た。これら院内製剤は,室内散光下 4℃ で保存する場合は,調製後14日間使用可能であることを示した。この結果を基に保存方法を改め
遠光袋 (1枚70円)の使用を中止した。

手指消毒を徹底することが重要であるという報告がなさ

れている69(表 11)。

5 その他
口腔粘膜炎の治療緩和に使用する合嗽水の微生物汚染

の防止と安定性を検討し治療に貢献した報告がある °゙

(表 12)。

考 察

感染領域にかかわる薬剤師の業務は,抗菌薬および消

毒業の適止使用の推進などが主なものであり,さ らに

ICTの一員としてこれらの指導を行わなければならない。

今回,感染制御に関する有効なエビデンスは60編であ
り多いとはいい難く,本調査に報告していない論文など
もかなりあるものと推演1される。しかし,報告のあった

論文は,感染制御に薬剤師が関与して成果を 上げたもの

である。治療関連では,抗菌薬に対する耐性菌の出現を

防止するための取り組みが多く報告され,検査部門との

協力による成果を Lげている。また,抗菌薬の使用では,

投与量,投与間隔などTDMの実施率の向上により投与
回数の短縮,届出制を導入した結果,コストダウンに結

びついた報告が多く薬剤師が病1院に貞献している認識が

高くなっているものと考えられた。感染防止関連では,

生体 (手指消毒を含む)および医療器具の消毒方法のエ

ビデンスを示し,有効な消毒薬の選択によリコストダウ

ンを可能とした報告,医療スタッフの感染防止のために

ワクチン接種を勧告した報告など多彩であった。これら

の論文は,感染制御認定および専門薬斉」師の中請や更新
に利用できるとともに,他職種のスタッフに対して薬剤

師が感染制御に貢献していることをアピールすることも

できる。今後も日常業務のなかから研究テーマを模索し

1人でも多くの薬剤師が感染制御に貢献できることを願

うものである。
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